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第 1 章から第 6 章では、下請中小企業と元請大企業との取引関係による中小企業の存立










































第 6 章では、Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関係と浅沼
萬里の長期継続的な企業間関係との比較･検討を行い、両者の違いについて明らかにしてい




















































































本論文の意義としては以下の 3 つがあげられる。 
第 1 に、中小企業と大企業との企業間取引関係において、中小企業の取引力の低さに由
来する問題性を有した主体であるとの議論について異なる側面からの結論を導き出してい
る。中小企業は大企業との企業間取引関係の長期化により、技術力等の向上を成し遂げて
いる側面もあり、大企業との企業間取引関係が中小企業の効率性を生み出している可能性
がある。中小企業はいかに大企業と長期継続的に企業間取引関係を維持できるのかで自社
の存立維持の可能性を高めることができるとしている。 
第 2 に、地場産業の分業構造を構成している産地企業について衰退傾向がみられるもの
の新たな存立基盤形成を模索している事例も存在していることを指摘している。地場産業
は今日、規模が縮小しているところも多い。しかし産地企業の経営行動は地場産業の縮小
に伴って、新たな産地企業間で分業構造を再構築しようとする動きがみられる。地場産業
のなかには、最終製品の製造･販売を産地企業が中心となって分業している産地もみられ、
経営資源を補完し合う分業構造の再編が進展しているとしている。 
第 3 に、中小企業のグローバル化に伴う経営行動の実態について近年、独立型企業にお
いて増加傾向にあるとしている。従来、中小企業は国内市場向けに製造･販売しているとこ
ろが多く、海外市場を視野に入れた経営行動に消極的であった。一方、中小企業のなかに
は自社の存立維持を可能とするために、現地の生産拠点･販売拠点を設けているところも多
くなってきている。しかし中小企業の経営資源には制約があり、自社単独で海外事業展開
することは困難な状況である。そこで中小企業の海外事業展開を支援する行政の動きも活
発になってきているとしている。 
異質多元的な中小企業を検討するうえでは、中小企業の存立維持の可能性を追求するた
めに異なる視点で比較分析することで今後の中小企業の存立基盤強化の要因を見出すこと
ができる。企業間取引、地場産業、グローバル化の各視点をもとに議論することは理論的、
実証的な中小企業の存立維持可能な要因を考察していくうえで重要である。 
 
以上、指摘した本論文の意義を認めながらも、筆者の研究には以下の諸課題を指摘せざ
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るをえない。 
第 1 に、中小企業存立論における「中小企業問題性(下請制)」論、「寡占･非寡占」論、「適
正規模」論、の各理論を取り上げたが、中小企業の問題性と効率性に関する議論の一部し
か考察しておらず、各理論の本質的な意義を検討できなかった。つまり中小企業存立論は
理論体系が膨大であり、本論文では中小企業の問題性と効率性の本質的な議論がなされて
いない。今後は中小企業存立論の体系的な議論につき再検討しなければならない。 
第 2 に、本論文で取り上げている研究対象がほぼ製造業に限定されている点である。中
小企業業種は製造業以外にも数多く存在し、その業種でも大企業との企業間関係、地場産
業における分業構造、グローバル化に大きく関わっている。例えば、グローバル化につい
ていえば、今日中小サービス業でも海外事業展開している事例も数多く見受けられる。こ
うした研究対象の拡張が今後の課題として指摘することができる。 
第 3 に、実証研究の部分では、個別の事例に限定しており、統計的な分析はアンケート
調査のみとなっている。異質多元的な中小企業は質･量ともにさまざまであり、本論文の事
例のみでは、一般化できるとはいい難い。より多くの事例を取り上げ、また統計的なデー
タからも中小企業の存立維持を可能とする要因を分析する必要がある。 
第 4 に、中小企業政策に関する言及に乏しい。本論文では、理論的、実証的な分析を展
開してきたが、その議論を受けての既存の中小企業政策に対する課題等を明らかにできて
いない。中小企業の存立維持可能性を追求するためには、中小企業政策の役割も重要であ
り、中小企業の経営環境を改善するために必要な政策的な視点での考察も求められる。 
 
以上、本論文にはいくつかの残された課題はあるものの、筆者は大学院博士後期課程在
籍中から各経済団体との交流を通じて個別企業の事例研究に取り組んできた。さらには単
位取得退学後、現勤務先大学に就職した後も、継続して実施してきた文献研究を通じた分
析視角の構築と、兵庫県を中心としたフィールドワークによって得た中小企業の個別事例
のデータを本論文として体系的に整理した点は、研究者としての能力を見事に示したとも
いえる。また本論文は必ずしも研究蓄積が多くない、中小企業の比較研究を理論的･実証的
に正面から検討を試みようとした意欲的な研究である。中小企業研究は、各分野の研究を
比較しながら、中小企業の存立維持可能性について検討しようという研究は必ずしも多く
ない。若手研究者である筆者が、こうした研究分野を独自の分析方法で切り開いた点は大
いに評価されるべきである。筆者は、現在、関東圏の大学に勤務しているが、すでに地元
経済団体との関係も構築し、フィールドワークによる中小企業に関する情報を蓄積してき
ており、さらなる研究発展を模索している。今後の一層の研究発展を期待したい。 
 
6 判定 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
